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第１号様式（第２条関係）
	指定管理者指定申請書

令和　　　年　　　月　　　日

九重町長　　日　野　康　志　　殿

申請者

主たる事務所の所在地
団体名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
連絡先（電話番号）
九重町公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定に基づき、次の公の施設について指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

公の施設の名称：　九重町ふるさと館
添付書類
１　事業計画書（様式１）
２　管理に関する業務の収支計画書（様式２）
３　定款又は寄附行為の写し及び登記簿の謄本（法人以外の団体にあっては、会則等）
４　団体の前事業年度の収支（損益）計算書又はこれに相当する書類
５　団体の過去3年間の貸借対照表及び財産目録
６　団体の事業報告書を作成している場合は、その報告書
７　団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに相当する書類
８　その他町長等が必要と認める書類
※　印鑑証明書

※　納税証明書

※　誓約書（様式３）

※　申請事業者等確認書（様式５）
※　指定管理者申請に係る付属説明書（様式８）
※　類似業務の業務実績の証拠書類
（添付書類は、必要に応じて追加すること。）


（様式１）
	九重町ふるさと館　事業計画書

令和　　年　　月　　日
住　　　所

団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


	団体設立年月日
	年　　　月　　　日

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅ-ｍａｉｌ
	

	　　　　事　業　計　画（指定管理業務）
（ 別紙可・枚数の制限はありません。）

	（施設の設置目的及び町が示した管理方針に対する団体の経営方針について記載すること）




（様式３）
誓　　　　約　　　　書
令和　　年　　月　　日
九重町長　日 野 康 志　殿
住　　　所
団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
当団体は、九重町ふるさと館指定管理者募集要項に定める応募資格等に関し、下記事項について、すべて該当する者であることを誓約いたします。
記
１　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない法人等であること。
２　九重町から指名停止措置を受けていない法人等であること。
３　町発注に係る契約等に関し、次の事項に該当し、当該状態が継続していることから、
指定管理者として不適当と認められる者でないこと。
　　 ・契約書に基づく措置要求に従わない等、契約等の履行が不誠実であること。
・一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強制等について関係行政機関等からの情報により請負者の下請契約関係が不適切であることが明確であること。
４　以下の暴力団関係者排除措置対象者に該当しないこと。
指定管理者の指定を受けようとする団体若しくはその代表者等（法人にあっては、非常勤を含む役員及び経営に事実上参加している者、任意の団体にあっては、その代表者及び経営に事実上参加している者。以下同じ。）又は指定を受けた団体若しくはその代表者等が、次の事項のいずれかに該当すると認められる場合
（１）暴力団関係者である場合
（２）暴力団関係者に金銭、物品その他の財産上の利益を与えた場合
（３）暴力団関係者を使用した場合
（４）暴力団関係者と密接な交際等を有している場合
５　会社更生法、民事再生法等に基づく更生又は再生手続を行っていない者であること。
また、銀行取引停止、主要取引先からの取引停止等の事実があり、客観的に経営状況が不健全であると判断される者でないこと。
６　賃金不払いに関する厚生労働省からの通報が町長に対してあり、当該状態が継続している場合であって、明らかに指定管理者として不適当と認められる者でないこと。
７　町税、法人税、消費税及び地方消費税等を滞納していない法人等であること。
（様式４）
申　　立　　書
令和　　年　　月　　日
九重町長　日 野 康 志　殿
住　　　所
団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
九重町ふるさと館の指定管理者申請書類について、下記のとおり申し立てます。
記
以下の提出書類については該当ありません。
（該当のない提出書類の名称）
（該当のない理由）
（様式５　その１）

申請事業者等確認書
令和　　年　　月　　日
九重町長　日 野 康 志　殿
住　　　所
団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
この書面の記載事項は、事実に相違ありません。

（留意事項）

この書面及び提出書類は、募集要項に規定されている応募者資格の審査及び指定管理者の指定を受けた場合に締結する基本協定書に規定する指定取消事由該当性の審査に必要であり、この書面及び提出書類に記載されている個人情報については、応募者資格の審査及び指定取消事由該当性の審査のため、必要な範囲において利用し、又は大分県玖珠警察署等関係行政機関に対し提供します。

（様式５　その２）

1．役員等

	　
	役　職
	生年月日
	性 別
	現　住　所

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字


（記載上の注意）

（１）「役員等」とは、役員（理事、取締役、執行役、業務を執行する社員、監事、監査役又はこれらに準ずる者）及び相談役、顧問等名称のいかんを問わず役員と同等以上の支配力を有する者をいい、その全てを記載してください。

（２）記載しきれないときは記載欄を追加してください。（複数枚になっても可）

（様式５　その３）

２．主要株主・主要出資者

	発行済株式の総数
	
	出 資 総 額
	


	ア．主要株主・主要出資者が個人の場合

　
	所有株式数

又は出資金額
	割合
	生年月日
	性別
	現　住　所

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字

	
	
	
	年　月　日
	男・女
	九重町大字


（様式５　その４）

イ．主要株主・主要出資者が法人の場合

	又は
	
	所有株式数

又は出資金額
	割合
	主たる事務所の所在地

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字

	
	
	
	
	九重町大字


（記載上の注意）

（１）主要株主とは、発行済株式の総数の１００分の５以上の株式を所有する株主をいいます。

（２）主要出資者とは、出資総額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいいます。

（３）割合は、「所有株式数（出資金額）/ 発行済株式の総数（出資総額）×１００」とします。

（４）記載しきれないときは記載欄を追加してください。（複数枚になっても可）
（様式６）
九重町ふるさと館指定管理者募集要項等に関する
質　　　問　　　票
令和　　年　　月　　日
住所：
団体名：
代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　㊞
担当者氏名：
電話番号：
ＦＡＸ番号：
電子メール：
	No.
	頁
	項目番号
	質問項目
	質問の内容

	
	
	
	
	


※欄が不足する場合等は、適宜、追加・修正してください。
様式８）
	指定管理者申請に係る付属説明書

	住　　　所
	

	団　体　名
	

	代表者氏名
	

	団体設立年月日
	年　　　月　　　日

	　　電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅ-ｍａｉｌ
	

	担　当　者
	


（記載上の注意）
· 募集要項や業務仕様書をふまえ、施設の管理運営についての基本的な考え方を記載してください。
（事業計画書、収支計画書の内容と一致しなければなりません。）
　・用紙はＡ４版縦、書式は自由とします。必要に応じて図表添付も可とします。
　・枚数の制限はありません。
ア　基本的な考え方
１　団体の経営方針
　　　事業計画（様式１）で記載
２　平等な利用を図るための方針（達成目標及び具体的な手法を記載してください。）
・利用者（出品者）の平等な利用を確保するための方策
・利用者（購買者）へのサービスの向上を図るための方策
・良質な地元産品等を提供（販売）するための方策
３　サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果
　　・具体的手法について
　　・上記による期待される効果
４　利用者増を図るための具体的な手法及び期待される効果
　　・具体的手法について
　　・上記による期待される効果
５　施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性
・団体・町の維持管理範囲について明示すること
６　その他
イ　事業計画に係る　管理運営計画
Ａ　収支計画　管理の経費の軽減が図られるものであること
　１　施設の管理運営に係る経費の内容
（様式２の収支計画書について、その内容を具体的に記載（説明）してください。）
・管理に係る経費の縮減を図るための方策
　
　・積算根拠の方法を明確にすること
（様式２の収支計画書の内容について、根拠が解る様に記載及び説明若しくは添付をしてください。）
２　施設の管理区域及び運営の実施方針
・管理区域、業務内容について記載すること
（文字によりがたい場合は、図面を使用しても良い。）
３　具体的な取り組み
・創意工夫及び新たな提案を記載すること
・改善等があれば記載すること。
 　　 　・上記の提案に関連した、年間事業計画を作成し記載すること
４　施設の運営体制や組織
組織、体制、職員配置　…　※指定管理業務の実施に係るもののみを記載してください。なお、自主事業の実施に係るものは別葉とし、その旨を明示してください。
・施設の管理運営に当たる組織図を記載してください。
（組織図の参考例）別紙でも可
　　　　　　　　　代表取締役社長　　　 取締役副社長　　　　専務取締役　　   常務取締役
 経理係長　　　　　　 総務ｽﾀｯﾌ（1）
支配人　　　　　　  　（1）     　   会計ｽﾀｯﾌ（1）
（1）　  　  業務係長　　　    　 業務ｽﾀｯﾌ（2）
（　）書で人数も併記してください。            （1）
・組織の特徴と実施体制の考え方、マネージャー（支配人等）の人選、職務についての考え方を記載してください。
・組織図に記載された組織の役員及び職員全てについて、雇用関係（常勤、非常勤、臨時職員、パート職員、委託職員等）、月勤務日数、担当する業務内容及び年間の人件費見込額（法定福利費等を含む一切のもの）を記載してください。
（参考例）
	職　名　（ 氏　名 ）
	雇用関係
	月勤務
日 数
	担当する業務
	類似施設の
経験年数等
	人件費
(千円)

	代表取締役　（　　　　　）
	
	
	
	
	

	取締役副社長（　　　　　）
	
	
	
	
	

	専務取締役 （　　　　　）
	
	
	
	
	

	支 配 人　 （　　　　　）
	
	
	
	
	

	職 員 １　 （　　　　　）
	
	
	
	
	

	職 員 ２　 （　　　　　）
	
	
	
	
	

	職 員 ３　 （　　　　　）
	
	
	
	
	

	職 員 ４　 （　　　　　）
	
	
	
	
	

	合　　計
	－
	
	－
	
	


注１）　氏名欄の記載は、申請日現在において既に雇用している役員及び従業員を記載し、
今後において募集し雇用する従業員については「雇用予定」と記載してください。
２）　類似施設の経験年数は、物品販売に係る施設の業務に従事した経験年数に限ります。
３）　人件費の合計額は、収支計画書（様式２）の人件費の額と一致させてください。
・１日の標準的な職員配置（勤務時間帯と職種）とその考え方について記載してください。
　　　（職員配置の参考例）別紙でも可
	配置場所
	職員配置の時間帯
	常　勤
	非常勤
	パート
	委　託
	その他

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人


　　　
 ・現場責任者、有資格者、指揮系統、苦情・要望への対応処理体制について記載すること
　 　　
・人材育成方針・職員研修計画について記載すること
（人材育成方針及び職員研修計画、業務水準を維持･向上させる方策等を具体的に記載してくださ
い。）
５　適正な管理や経理
・事務及び会計処理について（人員及び業務報告の期日）記載すること
・各種書類・帳簿・台帳等の整理方法について記載すること
・過去２年間の法人の運営状況が確認できる資料を添付すること
（法人化していない場合は、該当無しと記載してください。）
６　安全管理、緊急時の対応
・緊急時の対策及び安全確保の方策
・リスクに対する考え方について記載すること
・緊急時連絡網等の考え方について記載すること
（利用者の安全確保及び事故防止の取り組み等について記載してください。）
・犯罪防止、機密保持等の対策について記載すること
７　環境、障がい者への配慮
・省エネ・環境負担等についての方策
・障がい者・高齢者・子供の対応についての考え方について記載すること
８　類似施設や関連業務の管理実績について
  　　　団体の類似施設の運営実績（申請団体が物品販売に係る施設を運営した実績があれば記載してください。）
（１）公営施設
	類似施設名
	所在地
	主な業務
	運営期間

	
	
	
	開始
	年　　月

	
	
	
	終了
	年　　月

	
	
	
	開始
	年　　月

	
	
	
	終了
	年　　月


（２）民営施設
	類似施設名
	所在地
	主な業務
	運営期間

	
	
	
	開始
	年　　月

	
	
	
	終了
	年　　月

	
	
	
	開始
	年　　月

	
	
	
	終了
	年　　月


・協定書又は、通知書の写し等確認できる資料を添付すること。
ウ　地域活性化の取り組み
１　町民の雇用（職員の雇用又は雇用計画について具体的に記載してください。）
２　町や町民、地域等との連携・協働の取り組み（地域活性化や地域貢献に関して、町や町民、地域等との連携・協働の取り組みについての計画があれば具体的に記載してください。）
エ　自主事業の計画
１　自主事業計画の有無  …  有 ・ 無
（自主事業の計画が有る場合は「自主事業に関する提案書（様式１０・１１」を提出してください。）
オ　その他（特記すべき事項があれば記載してください。）
４　外部委託の有無  …  有 ・ 無
（外部委託が有る場合は、外部委託の活用の考え方、役割分担等について記載してください。)
（様式９）
応 募 辞 退 届
令和　　年　　月　　日
九重町長　日 野 康 志　殿
住　　　所
団　体　名
代表者指名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
当団体は、九重町ふるさと館の指定管理者に応募しましたが、下記の理由により応募を辞退いたします。
記
（応募を辞退する理由）
（様式１０）
	九重ふるさと館　自主事業計画書

令和　　年　　月　　日
住　　　所

団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


	事　業　計　画
（ 別紙可・枚数の制限はありません。）

	


